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明 細 書

発明の名称 ：

ダイヤフラム弁およびダイヤフラム弁用シー トホルダュニット

技術分野

[0001 ] この発明は、ダイヤフラム弁およびダイヤフラム弁用シー トホルダュニッ

卜に関し、特に、シ一 卜が着脱可能とされてシ一 卜ホルダに保持されたダイ

ャフラム弁およびこのようなダイヤフラム弁で使用されるシ一 卜ホルダュ二

ッ卜に関する。

背景技術

[0002] ダイヤフラム弁として、流体通路が設けられたボディと、ボディに形成さ

れた流体通路の周縁に着脱可能に配置されたシ一 卜と、ボディに着脱可能に

配置されてシ一 卜を保持するシ一 卜ホルダと、シ一 卜に押圧 離間されるこ

とで流体通路の開閉を行うダイヤフラムと、ダイヤフラ厶の外周縁部をシ一

卜ホルダとの間で挟持するダイャフラ厶保持部材と、ダイヤフラムの中央部

を押圧するダイャフラム押さえを上下移動させる上下移動手段とを備えてい

るものが知られている （特許文献 1 など）。

[0003] 上記従来のダイヤフラム弁においては、シ一 卜が着脱可能とされてシ一 卜

ホルダに保持されており、シ一 卜が損傷 した場合には、これだけを交換する

ことができるようになつている。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献1 ：特開 2 0 0 3 _ 4 2 3 1 4 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題

[0005] 上記従来のものでは、シ一 卜ホルダが塑性変形 して、これを取り外すこと

ができなくなると、シ一 卜の交換が困難になるという問題があつた。

[0006] この発明の目的は、シ一 卜交換を容易にすることができるダイヤフラム弁



およびダイヤフラム弁用シ一 卜ホル ダュニ ッ 卜を提供することにある。

課題を解決するための手段

[0007] この発明によるダイヤフラム弁は、流体通路が設 け られたボデ ィと、ボデ

ィに形成 された流体通路の周縁 に配置 されたシ一 卜と、ボデ ィに着脱可能 に

配置 されてシ一 卜を保持するシ一 卜ホル ダと、 シ一 卜に押圧 離間されるこ

とで流体通路の開閉を行 うダイヤフラム と、 ダイヤフラ厶の外周縁部 をシ一

卜ホル ダとの間で挟持するダイャフラ厶保持部材 と、 ダイヤフラムの中央部

を押圧するダイャフラム押 さえを上下移動 させる上下移動手段 とを備 えてい

るダイヤフラム弁 において、 シ一 卜ホル ダを保持する リテ一ナをさ らに備 え

てお り、 リテ一ナは、 シー トホル ダを保持 した状態でダイヤフラム保持部材

に着脱可能 に取 り付 け られていることを特徴 とするものである。

[0008] ダイヤフラム弁は、上下移動手段が開閉ハ ン ドルな どの手動弁であ っても

よ く、上下移動手段が適宜なァクチユエ一タとされた自動弁であ つてもよ く

、 自動弁の場合のァクチユエ一タは、流体 （空気）圧 によるものでもよ く、

電磁力によるものでもよい。

[0009] 「ダイヤフラム保持部材」は、ボデ ィに固定されてダイヤフラムの外周縁

部 をシ一 卜ホル ダとの間で挟持する部材 をいい、例 えば、環状 に形成 された

ダイヤフラム保持 リングおよび これをボデ ィに固定するための部材か らなる

もの とされるが、 これに限 られるものではな く、例 えば、ボデ ィの凹所 に下

端部が挿入されて上方 にのびる円筒状ボ ンネ ッ 卜がダイャフラム保持部材 を

兼ねるものであ ってもよい。

[001 0] リテ一ナは、例 えば、略円筒状で、 シ一 卜ホル ダの外周縁部 を受ける内向

きフランジ部 を有 しているもの とされるが、 シ一 卜ホル ダが リテ一ナか ら脱

落 しない構造であれば、 どのようなフランジ部の形状でもよ く、 内向 きのフ

ランジ部の代わ りに、 シ一 卜ホル ダを保持する突起形状 を有する構成でもよ

い。。

[001 1] シ一 卜は、長期間使用 した場合 に、交換 されることが好 ま しく、 この発明

のダイヤフラム弁 におけるシ一 卜の交換 に際 しては、 リテ一ナを取 り外す こ



とで、 リテ一ナに保持 されたシ一 卜ホル ダおよび これ に保持 されたシ一 卜を

取 り外す ことがで き、 シ一 卜の交換 （シ一 卜だけを交換 してもよ く、 シ一 卜

ホル ダおよびシ一 卜の両方 を交換 することもで きる。） を容易 に行 うことが

で きる。 シ一 卜ホル ダは、 ダイヤ フ ラ ム の外周縁部 を挟持することか ら、塑

性変形 する可能性 があ り、 これ に対 し、 リテ一ナは、 ダイヤ フラム保持部材

に着脱可能 に取 り付 け られていればよいので、塑性変形 する可能性 はほ とん

ど無 く、 シ一 卜の交換 の容易性 が長期 間に亘 つて維持 され る。

[001 2] シ一 卜は、例 えば合成樹脂製 とされ るが、金属製 であ ってももち ろんよい

。 シ一 卜ホル ダおよび リテ一ナは、金属製 であることが好 ま しい。

[001 3] ダイヤ フラムは、例 えば、 ニ ッケル合金薄板 か らなるもの とされ、 円形 に

切 り抜 き、 中央部 を上方へ膨 出させた逆皿形 に形成 され る。 ダイヤ フラムは

、例 えば、 ステ ン レス鋼薄板 か らなるものや、 ステ ン レス鋼薄板 とニ ッケル

コバル ト合金薄板 との積層体 よ りなるもの と してもよ く、 ダイヤ フラムの

材料 は、特 に限定 され るものではない。 また、 ダイヤ フラムは、 1 枚 であ つ

ても、複数枚 を重ねた積層体であ ってもよ く、仕様や条件な どによって 自由

に選択することがで きる。

[0014] この発明によるダイヤ フラム弁用シ一 卜ホル ダユニ ッ トは、 ボデ ィに形成

された流体通路 の周縁 に配置 され るシ一 卜を保持するシ一 卜ホル ダと、 シ一

卜ホル ダを保持する リテ一ナ とか らな り、 ダイヤ フラムをシ一 卜に押圧 離

間させ ることで流体通路 の開閉を行 うダイャ フラム弁で使用 され るダイヤ フ

ラム弁用シ一 卜ホル ダユニ ッ トであ って、 リテ一ナは、略円筒状 で、 シ一 卜

ホル ダの外周縁部 を受 ける内向 きフランジ部 を有 しているもの とされている

ことを特徴 とするものである。

[001 5] シー トホル ダは、公知のものであ り、例 えば、孔あ き円板状 で、 シー トを

保持する内周縁部 と、所定間隔で流体流 出通路 に通 じる複数 の貫通孔が形成

された中間環状部 と、 ダイヤ フ ラ ム の外周縁部 を挟持する外周縁部 とか らな

るもの とされ る。

[001 6] この発明のダイヤ フラム弁用シ一 卜ホル ダュニ ッ 卜を使用することによ り



、ダイヤフラム弁におけるシ一 卜の交換に際 しては、 リテ一ナを取り外すこ

とで、 リテ一ナに保持されたシ一 卜ホルダおよびこれに保持されたシ一 卜を

取り外すことができ、シ一 卜の交換を容易に行うことができる。特に、シ一

卜ホルダが塑性変形 した場合、 リテ一ナ無 しの場合には、シー トホルダを取

り外すことが困難となるが、シ一 卜ホルダをリテ一ナごと取り外すことによ

り、このような問題が解消される。

[001 7] リテーナの周壁の上端部に、径方向に弾性変形可能な屈曲部が形成されて

いることが好ましい。

[001 8] このようにすると、ダイヤフラム弁用シ一 卜ホルダユニットのダイヤフラ

厶弁への取付けが容易になり、かつダイャフラム弁からの脱落を確実に防止

することができる。

[001 9] リテ一ナの周壁は、軸方向に延びる複数のスリットが設けられることで、

4 つ以上の円弧部に分割されており、前記屈曲部は、 2 つ以上の円弧部に形

成されていることが好ましい。

[0020] このようにすると、屈曲部の弾性変形が大きくなり、取付けの容易性およ

び脱落防止の確実性をより高めることができる。

[0021 ] なお、この明細書において、ダイヤフラムの軸線方向 （弾性変形方向）を

上下方向というものとするが、この方向は、便宜的なものであり、実際の取

付けでは、上下方向が鉛直方向とされるだけでなく、水平方向とされること

もある。

発明の効果

[0022] この発明のダイヤフラム弁によると、シ一 卜ホルダを保持するリテ一ナを

さらに備えており、 リテ一ナは、シ一 卜ホルダを保持 した状態でダイヤフラ

厶保持部材に着脱可能に取り付けられているので、シ一 卜の交換に際 しては

、 リテ一ナを取り外すことで、 リテ一ナに保持されたシ一 卜ホルダおよびこ

れに保持されたシ一 卜を取り外すことができ、シ一 卜の交換を容易に行うこ

とができる。 しかも、ダイヤフラムの外周縁部を挟持することから塑性変形

する可能性があるシ一 卜ホルダに比べると、 リテ一ナが塑性変形する可能性



はほとんど無く、シ一卜の交換の容易性が長期間に亘つて維持される。また

、リテ一ナを使用すると、リテ一ナによって、固定される部材同士の軸心や

部材同士の位置関係を保持した状態にすることができるため、微調整等を必

要とせずに、組立て作業が可能となる。

[0023] この発明のダイヤフラム弁用シ一卜ホルダユニットによると、ボディに形

成された流体通路の周縁に配置されるシ一卜を保持するシ一卜ホルダと、シ

- 卜ホルダの外周縁部を受ける内向きフランジ部を有している略円筒状リテ

—ナとによってシ一卜ホルダュニッ卜が構成されることで、シ一卜の交換に

際しては、シ一卜ホルダュニットを取り外すことで、リテ一ナに保持された

シ一卜ホルダおよびこれに保持されたシ一卜を取り外すことができ、シ一卜

の交換を容易に行うことができる。しかも、ダイヤフラムの外周縁部を挟持

することから塑性変形する可能性があるシ一卜ホルダに比べると、リテ一ナ

が塑性変形する可能性はほとんど無く、シ一卜ホルダュニットの使用により

、シ一卜の交換の容易性が長期間に亘つて維持される。

図面の簡単な説明
[0024] [ 図1]図 1は、この発明によるダイヤフラム弁およびダイヤフラム弁用シ一卜

ホルダュニッ卜の 1実施形態を示す縦断面図である。

[図2]図2 は、ダイヤフラム弁用シ一卜ホルダュニッ卜を構成するシ一卜ホル

ダを拡大して示す図で、 （a ) は平面図、 （b ) は、縦断面図である。

[図3]図3 は、ダイヤフラム弁用シ一卜ホルダュニッ卜を構成するリテ一ナを

拡大して示す図で、 （a ) は平面図、 （b ) は、縦断面図である。

符号の説明
[0025] ( 1) ：ダイヤフラム弁、（2) ：ボディ、（2a) ：流体流入通路、（2b) ：流体流出

通路、（4) ：シ一卜、（5) ：シ一卜ホルダ、（6) ：ダイヤフラム、（8) ：ダイヤ

フラム押さえ、（1 0) ：ガイド筒 （ダイヤフラム保持部材）、（1 1) ：ダイヤフ

ラム保持リング （ダイヤフラム保持部材）、（1 2) ：リテ一ナ、（31 ) ：周壁、（

32) ：内向きフランジ部、（33) ：スリツ卜、（34) ：大円弧部、（35) ：小円弧部

、 (36) ：屈曲部



発明を実施するための形態
[0026] この発明の実施の形態を、以下図面を参照して説明する。

[0027] 図 1は、この発明によるダイヤフラム弁の 1実施形態を示しており、ダイ

ャフラム弁（1 )は、流体流入通路 (2a)、流体流出通路 (2b) および上方に向かつ

て開口した凹所 (2c) を有しているプロック状ボディ（2) と、ボディ（2) の凹所（

2c)上部に下端部がねじ合わされて上方にのびる円筒状ボンネッ卜（3) と、流

体流入通路 (2a) の周縁に設けられた環状のシ一卜（4) と、ボディ（2) 内のシ一

卜（4) の外周に設けられてシ一卜（4) を保持するシ一卜ホルダ(5) と、シ一卜（4

) に押圧または離間されて流体通路 (2a) を開閉するダイヤフラム（6) と、ダイ

ャフラム（6) の中央部を押さえるダイヤフラム押さえ（8) を下端に有し、ボン

ネッ卜（3) 内に上下移動自在に揷入されてダイャフラム押さえ（8) を介してダ

ィャフラム（6) をシ一卜（4) に押圧 離間させるステム（7) と、ステム（7) を下

方に付勢する圧縮コイルばね （付勢部材）（9) と、ボンネット（3) 内周に配置

されてステム（7) の上下移動を案内しかつステム（7) の移動範囲を規制するガ

ィド筒（1 0) と、ダイヤフラム（6) の外周縁部上面とガイド筒（1 0)の下端との間

に配置されてダイャフラム（6) の外周縁部をシ一卜ホルダ(5) の外周縁部との

間で挟持するダイヤフラム保持リング（11) と、ステム（7) およびダイヤフラム

押さえ（8) を流体通路 (2a) を開閉するために圧縮空気で上下移動させる上下移

動手段 （図示略）とを備えている。

[0028] ガイド筒（1 0)は、厚肉部（1 0a) と、その上方に連なる薄肉部（1 0b) とからな

る。厚肉部（1 0a)の内周は、薄肉部（1 0b)の内周よりも径が大きく、厚肉部（1 0

a)の内周によって、ステム（7) に設けられたフランジ部（7a)の外周を案内する

ようになつている。厚肉部（1 0a)の外周は、薄肉部（1 0b)の外周よりも径が大

きく、厚肉部（1 0a)の上面 （厚肉部（1 0a) と薄肉部（1 0b) との間の段差面）によ

つて、ボンネット（3) の下端面を受けている。したがって、ボンネット（3) が

ボディ（2) にねじ合わされることで、ガイド筒（1 0)は、ダイヤフラム保持リン

グ（1 1)を下方に押圧する。こうして、ガイド筒（1 0)は、ステム（7) を案内する

ためだけでなく、ダイヤフラム保持リング（1 1)をボディ（2) に固定するための



部材ともなつており、ガイ ド筒 （1 0) とダイヤフラム保持リング（1 1) とを合わ

せたものがダイャフラム（6) の外周縁部をシ一 卜ホルダ (5) との間で挟持する

ダイヤフラム保持部材を構成 している。

[0029] 上記構成は、基本的には、公知の構成であり、この発明によるダイヤフラ

厶弁 （1 )は、上記構成にさらに、シ一 卜ホルダ (5) を保持 して、ガイ ド筒 （1 0)

の下端部およびダイヤフラム保持リング（1 1) (ダイヤフラム保持部材）に着

脱可能に取り付けられたリテ一ナ （1 2) をさらに備えている。

[0030] シ一 卜ホルダ (5) およびリテ一ナ （1 2) によって、この発明によるダイヤフラ

厶弁用シ一 卜ホルダュニッ卜が構成されている。

[0031 ] シ一 卜ホルダ (5) は、金属製で孔あき円板状とされており、図 2 に詳 しく示

すように、シー ト（4) を保持する内周縁部 (21 ) と、所定間隔で流体流出通路 (2

b) に通 じる複数の貫通孔 (22b) が形成された中間環状部 (22) と、ダイヤフラム

(6) の外周縁部を挟持する外周縁部 (23) とからなる。シー ト（4) は、下方から

シ一 卜ホルダ（5) に嵌め入れられている。

[0032] 図 3 に詳 しく示すように、 リテ一ナ （1 2)は、略円筒状で、シ一 卜（4) の外径

にほぼ等 しい内径を有 しガイ ド筒 （1 0)の下端部およびダイヤフラム保持リン

グ（1 1) (ダイヤフラム保持部材）の外周に嵌め合わされる周壁 (31 ) と、周壁（

3 1)の下端部に設けられてシ一 卜ホルダ (5) の外周縁部を受ける内向きフラン

ジ部（32) とを有 している。周壁 （31 ) には、軸方向に延びるスリット（33) が 4

対設けられており、これにより、周壁 （31 )が 4 つの大円弧部（34) と4 つの小

円弧部 (35) とに分割されている。小円弧部 (35) の上端部に、大円弧部 (34) の

上端よりも上方に位置する上端面を有 しかつ径方向内方に屈曲していて弾性

変形可能な屈曲部 (36) が形成されている。屈曲部 (36) の最小内径は、フリー

の状態で、ダイヤフラム保持リング（1 1)の外径より小さくなされており、こ

れにより、ダイャフラ厶保持リング（1 1) を強く保持可能とされている。

[0033] なお、屈曲部 (36) は、十分な弾性変形が可能で、ガイ ド筒 （1 0)の下端部や

ダイヤフラム保持リング（11) を保持可能であれば、大円弧部 (34) の上端より

も上方に位置する上端面を有 してなくても良い。内向きフランジ部（32) の厚



さは、 シ一 卜ホル ダ (5) がボ ンネ ッ 卜（3)等 によってボデ ィ（2) の凹所 (2c) の底

面 に押圧 される際に、 シ一 卜ホル ダ (5) の下端部が凹所 (2c) の底面 に接触 して

いることが出来 る厚 さであれば良い。 また、 内向 きフランジ部 （32) 内にシ一

卜ホル ダ (5) を上方 に付勢するような弾性部材 を設 け （図示省略）、 リテ一ナ

( 12) が ガイ ド筒 （1 0) の下端部 に保持 されている状態ではシ一 卜ホル ダ (5) の下

端部が内向 きフランジ部 （32) か ら突出 しないように し、ボデ ィ（2) の凹所 (2c)

へ 固定される際は、前記弾性部材の付勢力に杭 してシ一 卜ホル ダ (5) が押圧 さ

れ、 内向 きフランジ部 （32) よ りもシ一 卜ホル ダ (5) の下端部が突出 し、凹所 (2

c) の底面 に接触する構造でも良い。 こうすることで、 シ一 卜ホル ダ (5) の下端

部が、ボデ ィ（2) に固定するまでは内向 きフランジ部 （32) の中に保持 されるた

め、 シ一 卜ホル ダ (5) の下端部 に傷が付 く可能性 を少な くすることがで き、 そ

の傷 によってシ一 卜（4) か ら流体が漏れることを防 ぐことが出来 る。 また、 リ

テ一ナ （1 2) が ガイ ド筒 （1 0) の下端部やダイヤフラム保持 リング （1 1) に保持で

きれば良いので、 リテ一ナ （1 2) に大円弧部 (34) と屈曲部 (36) を設 けて弾性変

形 させな くても、例 えば、 リテ一ナ （1 2) をス リッ トの無い円筒形状、 または

円筒形状 にス リツ 卜を形成 し、 ガイ ド筒 （1 0) の外周 にはテ一パ を形成するこ

とで、 リテ一ナ （1 2) をガイ ド筒 （1 0) の下端部 に保持 させることも出来 る。

シ一 卜（4) は、 シ一 卜ホル ダ （5) および リテ一ナ （1 2) か らなるダイヤフラム

弁用シ一 卜ホル ダユニ ッ トに保持 されて、ボデ ィ（2) 内に配置 される。 シ一 卜

(4) は、通常、一定期間使用 した場合 に交換 されるようになされてお り、 シ一

卜（4) の交換 に際 しては、 リテ一ナ （1 2) を取 り外す ことで、 シ一 卜ホル ダ (5)

および これに保持 されたシ一 卜（4) を取 り外す ことがで きる。 そ して、 シ一 卜

(4) を交換 し、必要 に応 じて、 シ一 卜ホル ダ (5) も交換 し、 シ一 卜ホル ダ (5) お

よび リテ一ナ （1 2) か らなるダイヤフラム弁用シ一 卜ホル ダュニ ッ 卜にシ一 卜（

4) が保持 された状態で、ボデ ィ（2) 内に戻される。 こう して、 シ一 卜（4) の交

換 を容易に行 うことがで きる。 リテ一ナ （1 2) は、塑性変形する可能性がほと

ん ど無いので、通常、繰 り返 しての使用が可能であ り、 また、塑性変形 しな

いことで、 シ一 卜（4) の交換の容易性が長期間に亘 つて維持 される。



産業上の利用可能性

この発明によると、 シ一 卜交換が容易なダイヤフラム弁 を提供で きるので

、流体通路の開閉のために広 く用い られているダイャフラム弁の性能向上 に

寄与で きる。



請求の範囲

[ 請求項 1] 流体通路が設 け られたボデ ィと、ボデ ィに形成 された流体通路の周

縁 に配置 されたシ一 卜と、ボデ ィに着脱可能 に配置 されてシ一 卜を保

持するシ一 卜ホル ダと、 シ一 卜に押圧 離間されることで流体通路の

開閉を行 うダイヤフラム と、 ダイヤフラムの外周縁部 をシ一 卜ホル ダ

との間で挟持するダイヤフラ厶保持部材 と、 ダイヤフラムの中央部 を

押圧するダイャフラム押 さえを上下移動 させる上下移動手段 とを備 え

ているダイヤフラム弁 において、

シ一 卜ホル ダを保持する リテ一ナをさ らに備 えてお り、 リテ一ナは

、 シー 卜ホル ダを保持 した状態でダイヤフラム保持部材 に着脱可能 に

取 り付 け られていることを特徴 とするダイヤフラム弁。

[ 請求項 2 ] ボデ ィに形成 された流体通路の周縁 に配置 されるシ一 卜を保持する

シ一 卜ホル ダと、 シ一 卜ホル ダを保持する リテ一ナ とか らな り、 ダイ

ャフラムをシ一 卜に押圧 離間させることで流体通路の開閉を行 うダ

ィャフラム弁で使用されるダイヤフラム弁用シ一 卜ホル ダュニ ッ 卜で

あ って、 リテ一ナは、略円筒状で、 シ一 卜ホル ダの外周縁部 を受ける

内向 きフランジ部 を有 しているもの とされていることを特徴 とするダ

ィャフラム弁用シ一 卜ホル ダュニ ッ 卜。

[ 請求項3] リテーナの周壁の上端部 に、径方向に弾性変形可能な屈曲部が形成

されていることを特徴 とする請求項 2 のダイヤフラム弁用シ一 卜ホル

ダュニ ッ 卜。

[ 請求項4] リテ一ナの周壁は、軸方向に延びる複数のス リッ トが設 け られるこ

とで、 4 つ以上の円弧部 に分割 されてお り、前記屈曲部 は、 2 つ以上

の円弧部 に形成 されていることを特徴 とする請求項 2 または 3 のダイ

ャフラム弁用シ一 卜ホル ダュニ ッ 卜。
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